




































































































































































































(A) (i) : コミュニティのニーズの教材化
(A) (ii) : 各種教育機関（団体）における明
確な位置づけ
(A) (ii) : 目標としての市民的責任の育成
(B) (i) : 教科を中心とする学問的カリキュ
ラムヘの統合

























































































































































（説明） 千代田区では，た牡「路阻煙上草「喫ポを煙イポ」捨イ（て捨路上で煙草を吸うこと） 禁と千止「代（し吸田てい区いガのるラ他。のに） ポイ捨て」（吸い終わっ てすること）を条例で

























































































































叩 第3時 .ヽ .・. . " 
（目標l: 千代田区と文京区の路上喫煙， 捨てに対する条例上の対策を比較することを通して， X 示•=ッ/ -ヤー ＾ ぶ- り条例」の特徴につい• て考..,,..えるこ~どがヱ点主歪.;・ ,. 
過程 教師の働きかけ（発問・指ホ及び説明） ヤ .I-,'Z.灰み 指導上の留意
導入 0指[資料［7資】を配布する。










10分 （ 示） 料9】を読みなさい。 ・• 【同資じ料中9学】生はを，が読，中む条学。例を作るのはすごい。（発問） こ聞れ記は事，で静す岡。市感の想中学2年生が， 路上禁煙に関する条例を作ったこと
に関する新 を述べなさい。 路健康上被喫煙害 ， 学生にとっても問題である。
• から路上喫煙の問題を考えることもできる。
資料 7 : 地域生活での環境問題で関心のあるもの（世論調査より関連箇所を一部抜粋）
資料8:文京区安全• 安心まちづくり条約（一部抜粋）




























































資料 13: 文京区の「文京区安全• 安心まちづくり条約」を改正するとしたら・・・（ワークシート）
ミ . . 第5時百•••.•• 
し［て目標自分I:自路身上の喫意煙見をを「他ル者ーにル伝Jえでる規こ制とすがるで千き代る田。区のケースと， 「マナー」に頼る文凩区のケースを比 ながら，路上喫煙問題を解決するためにはどちらのケースが妥当であるかに関
過程 教師の働きかけ（発問 指示及び説明） 生徒の学習活動及び予想される答え 指導上の留意点




表して， 00さんと△△さんに発表してもらいます。 ・「 のままでよい」 は，「2万円の過料」に言及し
ている生徒を選ぶようにす
る。

















資料 14:千代田区生活環境課『路上喫煙に NO!』ぎょうせい， 2003年（関連箇所を一部抜粋）
. . . ~, 第 6時 ... 
［目標J:K J法を活用しながら，文京区防災安全課長への質問書の内容を検討することにより，路上喫煙及びポイ捨てに対するクラスの意見をまとめることができる。 ' 
過程 教師の働きかけ（発問 指ホ及び説明） 生徒の学習活動及び予想される答え 指導上の留意点
導入 （指ホ）今日の授業では，文凩区の職員に提出する「質問書付」箋の文面を考えて 文凩区では罰則を設ける予定はないのか。
もらおうと思う。箋これからに付書箋き紙を，一人 10枚配るので， 紙一枚に付き一 ・文京区ではどのような取り組みを行っているのか。







































































終結 |―0 【資料 17)を配布する。 ・【資料 17】を受け取る。
































































































































































































(63%), 「現状維持」が47名 (37%) となった。
前者の主な理由は，「罰則を厳しくしないと条例
を守る人がいない」という趣旨のものに集中して
いた。また，改正点として，千代田区のような過
料を科したり，条例文中の「喫煙をしないよう努
める」という表現をもっと強いものに変えたりす
べき， といった意見が多く上がった。一方，「現
状維持」派の意見として，「金を出させるだけで
はその場かぎりになってしまう」，「指導や勧告を
繰り返して，本当に本人たちに分かってもらう方
が良いと思う」，「条例の効果を見てから過料を
科すかどうか決めたらよい」，「罰金なしで安心・
安全なまちづくりができたら素晴らしいことだ
と思う」等，文京区の姿勢を冷静に評価した意見
が多くみられた。また，「千代田区と文京区では
状況が違う」，「地方公共団体のそれぞれの独自性
があってよい」，「千代田区は居住人口が少な<.
自分の住んでいるところという感覚がないから
捨てたりするのでは」と，隣接を理由に一括りす
ることへの疑問を呈す意見もあった。さらに，「住
みよいまち作りプロジェクト」でポイ捨て防止運
動に取り組んだ生徒は，「ティッシュ配りでも効
果があったので，今のままでもっと活動すべき」
と罰則に頼らない方法の有効性を述べた。
このように結果的には条例改正派の人数が多
くなったが現状維持派の意見の中にも，留意す
べき点が多々見られたと感じる。また，改正派も
安易に厳罰指向に流れたのではなく，「公表」の
実現可能性に疑問を持ったり，両区の条例の文言
を丹念に眺めて意図を読み取ろうとしたり，千代
田区の罰則導入までの背景をもう一度見返した
りと，既習事項や生活経験を判断材料として意思
決定をした生徒が多かったように感じる。いずれ
の立場においても，生徒たちにとって大きな疑問
として残ったのは，なぜ文京区は千代田区のよう
に罰則付きの条例にしなかったのか，という点で
ある。当初提示された指導案の段階では，最終時
に「社会参加行動」として文京区役所の担当者へ
「質問書」を書いて提出する展開となっている。
区役所への質問書を作成することで，生徒が一人
の市民として公的な事柄に関心を持ち，行政を
チェックする権利を行使するといった，社会に参
加する有意感を得ることができるとともに，担当
者からの回答は生徒たちが本単元を振り返る上
で最良の材料となると考えられる。ただ，実際
には全員が作成するには時間的に難しかったた
め，「文京区役所への質問」として意見を集約し，
後に授業者が作成して提出することとし，単元と
してはそこで一旦終了した。
②教科「社会」から新教科「つなぐ科」へ
そのような折，前述した新教科「つなぐ科」が
立ち上がり，その4つの大単元のうちの 1つが「法
と社会」となったことから，授業者が提案した
「教科とのつながり及び社会とのつながり」を同
時に満たす授業として，実際に文京区役所の担当
者を招き，生徒たちと「安全・安心まちづくり条
例」について対話する授業が実現する運びとなっ
た。事前に授業者と担当者で打ち合わせを行い，
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社会科の授業中に生徒たちが疑問に感じた内容
に答える形で進めること，その後，条例を改正す
べきか現状維持がよいか，第2回目の意思決定を
行わせる展開を構想した。
「つなぐ科・法と社会」は，平成 19年1月30
日に 4クラス合同の 2時間続きの授業として設定
した。会場では，同意見の生徒同士で話し合いを
しやすくするために，第 1回目の意思決定に基づ
いて，あらかじめ改正派と現状維持派に分かれて
着席させて対話することとした。実施時期は受験
期でもあり，参加できない生徒も多かったが，社
会科の授業ではまだ推測の段階であったことが
担当者により明らかになるということで，全体的
に関心を持って臨むことができた。
担当者の説明は最も多くの生徒が疑問に感じ
ていた，「なぜ文京区は過料を科さないのか」へ
の回答を中心に進められた。まず，両区の特性と
して，区外からの通勤者の数が大幅に異なること
が挙げられる。圧倒的に千代田区は事業所数が多
いため，その違いはタバコの売れ行き状況に如実
に表れ，人口数が文京区の約4分の 1にすぎな
い千代田区のタバコ箱売り上げ数は，文京区の 2
倍以上である。このデータより，千代田区のタバ
コ問題はほとんど区外者に起因することが明ら
かであり，千代田区が罰則付きの条例に踏み切っ
たのは必然とも言える。一方，文京区の条例制定
は23区のうち， 21番目とかなり遅い。推進指定
地区を確定し，公共の場所での喫煙指導を始めた
のは，本授業の 1週間前の 1月23日である。こ
れは一見取り組みが遅いようにも見えるが，文京
区には条例を制定しなければならないほどの深
刻なタバコ問題が無いことの裏返しでもある。こ
れらの具体的な数値の提示により，生徒たちは隣
接区と言ってもタバコ問題を巡る状況がかなり
違うことが実感として理解できたようである。
また，関心が集中していた過料については，先
行の千代田区でも違反者全員から確実に取りき
れていないこと，また，完璧に徴収しようとする
と莫大な人件費がかかること，公表による恥ず
かしさは罰金以上の効果があると考えられるこ
と，罰金を取らずとも呼びかけによって公共の場
での喫煙者が4割減少したという成果がすでに上
がっていること等の理由には説得力があり，過料
の金額を重くすることで目標に近づくことがで
きると考えていた生徒たちの認識を少なからず
揺さぶったと感じる。また，政策決定の過程には
様々な考え方が反映され，結果として， 1つのルー
ルヘと合意形成が図られていることも実感でき
たようである。授業後改正か現状維持か再度意
思決定をさせたところ，当初の改正派のうち 48
名もの生徒が現状維持派に移り，依然改正すべ
きと主張した生徒はわずか 14名に留まったこと
が，本授業の意義を物語っている。
(3)本単元を終えて
以上の経緯から，本単元は最終的には社会科の
授業4時間と「つなぐ科」 2時間の計6時間構成
で実践した。特に，時間の都合上大部分を削減し
た「振り返り」の時間が「つなぐ科」によって確
保され，一層充実した学習が可能となった。本単
元で使用したワークシートに書かれた生徒の記
述を辿ると， 4段階の SLの学習プロセスを経な
がら，学習を深めていった様子がうかがえる。例
えば，次のような感想があった。
「私は罰金をとった方が，公表より効果的だと
思っていたので，改正した方がいいと考えまし
たが，今日のお話を聞いて，文京区のとった対
策でも十分だと思いました。文京区と千代田区
は隣り合っていますが，状況が全然違うことが
分かりました。（中略）今日のように，現場で
働いている人にお話を聞く機会は少ないです
が，自分の暮らしている町のことを知るのは大
切なことだと思います。これから，町の自治に
関心を持ち，できれば少しでも貢献できたらい
いなと思いました。」
この感想は，学習当初より過料を徴収する千代
田区の条例を支持し，文京区も改正すべきとして
いた文京区在住の生徒のものである。区役所の担
当者との対話を通して，生徒自身が過去の学習経
験を振り返りながら，新たな意思決定を行った様
子が分かる。また，地方自治に対して傍観者で
あった自分をも振り返り，地域の問題を自分のこ
ととして捉え，主体的に社会に参加する意志が芽
生え始めていることもよく分かる。いみじくも，
対話の中で「（学校の最寄り駅の）著荷谷駅周辺
も推進指定地区にしてほしい」という要望に対し
て，「ぜひ皆の意見を集めて指定地区になるよう
働きかけよう」というやりとりがあった。地方
自治を実現するためには行政側だけではなく，地
域住民の主体的な力があってこそ成し遂げられ
るものであるという，地方自治の本旨が表象的に
現れた場面であると感じた。同様に，また別の
生徒の，「一人ひとりが地域の一員ということを
自覚してみんなでよりよい町づくりのために（一
つの目標に向かって）いけたらいいと思います。
私たちも同じように，ボランティアを通して自分
の町について自覚を高めていけたらいいと思い
ます」という感想からも今回の学習を通して，地
域に参加しようとする意志がうかがえる。学習で
得た知識を行動へと結び付けようとしていると
評価できる。
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このように本単元の学習を通じて教室での学
習経験を実際の社会に結びつけ，社会参加を促す
という目標にある程度近づくことができたと感
じる。特に最後のワークシートで，社会参加につ
ながる記述がいくつか見られるようになったの
は大きな成果であると思う。一方，授業者として
の課題も見えてきた。千代田区と文京区は隣接
しているにも関わらず，条例が違うのはなぜか，
という点からルールかマナーかの価値判断に基
づく意思決定を導こうとしたのだが，そもそも両
区が抱えている問題の前提が異なるため，資料が
あらかじめ明示されれば改正派と現状維持派の
割合は最初から逆転していたかもしれないと感
じた。むしろ，千代田区と文京区の置かれている
問題の背景を明らかにした後，第 1回目の意思決
定を行い，その結果に基づいて改正派と現状維持
派に分かれて議論を行う場面を設定すれば，ルー
ルかマナーかの価値の問題に焦点化できたので
はないかと反省する。区役所の担当者の説明が非
常に明快だっただけにもう少し議論が深まった
中での対話集会を持つことが出来れば，一層多く
のことを得られたのではないかと感じる。さらに
実践を重ね，より深い学びの実現に向けて検討し
たい。
5 社会科におけるサービス・ラーニングの可能
性と課題
本研究では，アメリカ公民教育で近年注目が集
まっている SLの理論と方法に基づいて社会科単
元を構想し，その実践報告を行った。本研究を終
えるにあたって，その実践報告を参考にしなが
ら，社会科における SLの可能性と課題を述べて
みたい。
まず， SLの可能性に関しては，「4 実践経過」
からも明らかな通り， SLを社会科に導入してい
くことで，生徒は地域社会の一員としての自覚
を高めることができる。社会科の目標である「公
民的資質」については様々な解釈があるが，われ
われ（唐木と寺本）はその中心に社会参加力或い
は実行力があると考えている。そのような能力
は，生徒が実際に社会のもの・ひと• ことと関わ
ることによってこそ培われるものであり，そのこ
とは，授業中の生徒の発言や実践後の感想からも
看取することができた。もちろん，このような条
例を取り扱った授業は，以前より社会科実践とし
て数多く行われてきたものである。それらの実践
の中には，本論文で提示した単元構想のように，
地域の条例を題材として取り上げ，様々な調べ活
動を経由して，最終的に，条例の改正案を生徒に
提案させる授業も存在してきたはずである。その
ような一連の先行実践と本論文で提案する社会
参加型の学習との相違点を述べるとするなら，そ
れは SLで重視する「学習の段階性（プロセス）」
を授業中に明確に位置付けているということに
なるだろう。そのように社会科単元に明確に位置
付けることで，社会参加型の学習が成立するとい
うことを具体的な実践を通して明らかにするこ
とができた点が，本論文及び実践のオリジナリ
ティということになる。その段階性は多様に考え
られるが，本研究では，「3 単元『地方自治と路
上喫煙・ポイ捨て禁止条例』の構想」で示した 4
段階，すなわち，「第 1段階：問題把握」「第2段階：
問題分析」「第3段階：意思決定」「第4段階：提案・
参加」が基本になると考えた。
次に， SLの課題に関しては，当初の単元計画
が8時間構成であったのに対して，実際の授業実
践が6時間で実施されたことに注目したい。教科
学習において実際に生徒が社会的な体験をする
機会を保障することは難しく，それは安全上の問
題というよりは，時間数の確保という問題が大
きな要因となって作用する。そのような意味で，
教科と他領域（総合的学習や特別活動）との連携
が必要不可欠となる。本実践では，「つなぐ科」
という新設科目が偶然にも設定されたため，生徒
が実際に行政職員と対話する場面を設けること
ができたが，公立学校の現場ではそれは非常に難
しいことであろう。また，具体的な授業内容に関
して，単元開発者及び授業実践者側としては，千
代田区と文京区，すなわち，過料を科すことと努
力義務に留めることとの間に対立関係を成立さ
せるつもりであったが，実際の生徒の思考はこち
らの意図したようには深まらなかった。つまり，
タバコを吸うことも個人の権利であり，その権利
を行政が一方的に侵害することには議論の余地
が残る，ということとを生徒に十分に考えさせる
には至らなかった。「4 実践経過」において，実
践者・寺本はそれを実践上の課題と捉えている。
しかし，それは同時に単元開発の段階で，「人権」
に焦点を合わせた単元開発をできなかった単元
開発担当者・唐木の課題でもあったと考えること
ができる。
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以上のような課題を挙げることができるが，研
究者と実践家が協働して単元を開発し，実践する
というスタイルをここに確立することができた
意義は大きい。日本社会科教育学会においても，
現在，研究者と実践家が協働して単元開発を行
い，その成果を一冊の書籍として刊行する作業を
進めている。今後はこのようなスタイルが一般化
し，研究者と実践家が協働して日本の社会科教
育の発展に寄与していくことがますます重要と
なってくるに違いない。その際に注意しなければ
ならないことは，第1に，研究者と実践家が事前
(1) SLに関しては以下の拙稿を参照されたい。
唐木清志「学際的サービス・ラーニングにお
ける社会科の役割一℃ityYouth' の分析を通
して一」日本社会科教育学会『社会科教育研
究』 No.94,1-14頁， 2005年。唐木清志「サー
ビス・ラーニングにおける『リフレクション』
の理論と方法ー『サービス・ラーニングにお
けるリフレクションのための実践者ガイド』
を事例として一」日本公民教育学会『公民教
育研究』 Vol.12,1-16頁， 2005年。寺本誠「市
民的資質教育としての ServiceLearning-
『ActiveCitizenship Today』の分析を通して
ー」筑波大学社会科教育学会『筑波社会科研
究』第19号， 1-13頁， 2000年。
(2)経済産業省が2006年4月に発表した「シティ
ズンシップ教育宣言」においても，社会参加型
のシティズンシップ教育の必要性が明確に謳
われている。
(3)社会科における社会参加型の学習に関して
は，以下の文献にまとめたので参照されたい。
唐木清志「社会科における社会参加学習の展
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